
第１回 東京都中央卸売市場 条例改正準備会議 
 

 
日 時: 平成 30 年 12 月４日（火） 

午後１時 30 分から     
場 所: 東京都庁第二本庁舎 31 階 

特別会議室 27        
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東京都中央卸売市場条例改正準備会議設置要綱 
 

平成３０年１１月２６日 ３０中事業第８０５号 
 
（目的） 
第１ 東京都中央卸売市場条例の改正にあたり、卸売市場の活性化等について意見交換

を行うとともに、卸売市場法に定める遵守事項以外の遵守事項を定める場合に、取

引参加者から意見を聴くことを目的として条例改正準備会議（以下「会議」という。）

を設置する。 
 
（組織） 
第２ 会議は、都職員、取引参加者及び有識者の委員をもって構成する。 
 
（委員の任期） 
第３ 委員の任期は、改正卸売市場法の施行期日（平成 32 年 6 月 21 日）までとする。

ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。 
 
（委員長） 
第４ 会議に委員長を置き、事業部長をあてる。 
２ 委員長は会務を総理する。 
３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理す 
る。 

 
（委員会の運営） 
第５ 会議は、委員長が招集する。 
２ 委員は所属団体等から代理の者を出席させることができる。 
３ 委員長は、必要に応じて関係者に出席を求め、又は意見を聴くことができる。 
４ 会議は原則非公開とする。ただし、資料及び議事概要は公表する。 
 
（報償費及び費用弁償） 
第６ 委員並びに前条第２項及び第３項の出席者等に対して、報償費を支給することが

できる。 
２ 委員並びに前条第２項及び第３項の出席者等に対して、実費弁償として旅費を支給

することができる。ただし、近接地内については、支給対象としない。 
 
（庶務） 
第７ 会議の庶務は、事業部業務課において処理する。 
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（その他） 
第８ この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長がこれを

定める。 
 
附則 
 この要綱は、平成３０年１１月２６日から施行する。 



現行制度 改　　　正

開設者
【国の認可】
都道府県、人口２０万人以上の市

【国の認定】
民間も可能

開設区域 都全域を国が指定 廃止

卸売業者：国の許可

仲卸業者：開設者の許可

売買参加者：開設者の承認

売買取引の原則（公正かつ効率的に） 現行どおり

差別的取扱いの禁止
（卸売業者は出荷者、買受人を不当に差
別してはならない）

現行どおり

売買取引の方法（品目区分を設定）
　１号物品（全量せり）
　２号物品（一定割合をせり）
　３号物品（せり相対とも可）

売買取引の方法
（業務規程に定める方法による）

－

売買取引の条件の公表（新規）
（卸売業者は営業日、取扱品目、決済条
件、委託手数料の率、奨励金の内容等を
公表）

受託拒否の禁止（中央卸売市場のみ）
(卸売業者は販売の委託の申込みがあっ
た場合、正当な理由がなければ拒んでは
ならない）

現行どおり

決済の確保
（業務規程に定める方法による）

決済の確保
（業務規程に定める方法による）
（卸売業者による事業報告書の提出）

売買取引の結果等の公表
（卸売業者は卸売予定数量、卸売結果を
公表）

売買取引の結果等の公表
（卸売業者は卸売予定数量、卸売結果、
月ごとの委託手数料の受領額、奨励金の
交付額を公表）

第三者販売の原則禁止
（卸売業者は仲卸業者、売買参加者以外
に卸売してはならない）

直荷引きの原則禁止
（仲卸業者は卸売業者以外から買い入れ
て販売してはならない）

商物一致の原則
（卸売業者は市場内にある物品以外の卸
売をしてはならない）

小売行為の制限
（卸売業者、仲卸業者は開設区域内にお
いて小売をする場合は開設者の承認が必
要）※国の業務規程例により条例で規制

※改正卸売市場法の施行期日：平成３２年６月２１日

改正卸売市場法の概要

共通ルール以外のルールを定める場
合は、
「共通ルールに反しないこと」
「取引参加者の意見聴くこと」
「そのルールを定めた理由の公表」
が必要

業務許可 廃止

市
場
の
開
設
等

取
引
の
ル
ー
ル

主要な
任意ルール

共通ルール
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[改正法の趣旨]

[都の特性と卸売市場の役割] 　 [食品流通全体から見た卸売市場の課題]

公共的役割を担う
社会インフラ
としての市場

都民の食等を
支える市場

日本の食文化や
花のある生活を
支える市場

国際都市東京
ならではの

食を支える市場

条例改正にあたっての都のスタンス

改正卸売市場法の基本的な考え方
○卸売市場が果たしてきた集荷・分荷機能、価格形成機能、代金決済機能等の調整機能は重要
○今後も卸売業者、仲卸業者等の役割・機能が発揮され、卸売市場を食品流通の核として堅持
○消費者ニーズに的確に応えていくために、新たな需要の開拓や、付加価値向上につながる食品流通構造の確立が重要
○卸売市場を含めた食品流通の合理化と生鮮食料品等の公正な取引環境の確保を促進

東京の
特性

日本の首都であり、人口が多い。国内外からたくさんの人が集まる大消費地。
大量で多種多様な食のニーズ等が存在している。

卸
売
市
場
の
役
割

安全安心な生鮮食料品等の安定かつ確実な供給
生産者と実需者をつなぐ食品流通の重要な結束点
生産者・実需者が誰でも利用できる開かれた取引の場の提供　など

　11の中央卸売市場と12の地方卸売市場が
　量販店や小売店など東京の多様な販売チャネルに対応

　歴史と伝統に裏打ちされた「和食」を国内外に発信
　全国から食材を集め、質の高い料理を提供
　生活の豊かさを創出する多種多様な花きの提供

　新しい文化や、世界の文化があふれているまち
　世界中から食材が集まり、多種多様な飲食店も存在

産地や実需者から支持され、多様な都民生活のニーズに応える卸売市場を維持するために 
ゼロベースから条例改正を検討し、卸売市場の活性化につなげていく   

※実施にあたっては、条例改正による取引等の混乱を防ぐよう留意する。 

 
 
 
     

 

  
  
  
  
  
  
  

     品質・衛生管理の高度化 

加工需要など多様なニーズへの対応 

     物流の共同化等による物流の効率化・コスト縮減 

     IOTの活用による取引や業務の効率化 

     産地・実需者との連携による集荷・販売力強化 

     輸出など新たな販路拡大に向けた取組の推進   など 
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○第１回（平成３０年１２月４日）

　　卸売市場法改正の概要

　　東京都のスタンス

　　今後の進め方

○第２回（平成３１年２月頃）

　　取引の現状

　　法改正についての意見

○第３回（平成３１年４月頃）

　　今後の卸売市場のあり方

　　条例改正の方向性

○第４回（平成３１年７月頃）

　　条例案に対する意見聴取

○その他の会議（予定）

　東京都中央卸売市場取引業務運営協議会

　東京都卸売市場審議会

条例改正準備会議　開催予定
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